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明 細 書

発明の名称 ：表示装置、及びテ レビ受信装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、表示装置、及びテ レビ受信装置に関する。

背景技術

[0002] テ レビ、携帯電話、携帯情報端末の表示装置に、液晶パネルが利用されて

いる。液晶パネルは、液晶層 と、 この液晶層を挟んで互いに対向する一対の

ガラス基板 とを備えている。 これ らのガラス基板 には、それぞれ所定の電極

が形成 されてお り、 これ らの電極間に駆動電圧が印加されることによって、

液晶層中の液晶分子の配向が制御 される。

[0003] 液晶パネルは、画像 を表示させるために外部の光を利用する必要がある。

そのため、 この種の表示装置は、液晶パネル と共に、液晶パネルに光を供給

するための照明装置 （所謂、バ ックライ ト装置）を備えている。 この照明装

置は、液晶パネルの背面側 に配されてお り、面状 に広がった光を液晶パネル

の背面に向けて照射するように構成 されている。上述 したように、液晶層中

の液晶分子の配向が制御 されると、液晶パネルをその背面側か ら表示面側 に

向かって透過する光の割合が調節されて、液晶パネルの表示画に画像が表示

される。

[0004] なお、特許文献 1 に示されるように、液晶パネルの端部 には、 フレキシプ

ル配線 を介 して駆動基板 （ソース基板、ゲー ト基板）が設けられてお り、 こ

れ らの駆動基板 によって、前記駆動電圧が制御 されている。

[0005] また、特許文献 1 に示されるように、前記駆動基板は、液晶パネルの端部

か ら背面側 に向かって延びた状態 （つまり、駆動基板が液晶パネルの板面に

対 して垂直な状態）で、表示装置内に設置されている。なお、前記駆動基板

は、全体的には、長尺状 をな してお り、その長手方向が液晶パネルの端部 に

沿 って配されている。 また、前記駆動基板の短手方向が、液晶パネルの板面

に対 して垂直に配されている。前記駆動基板の短手方向における幅は、一般



的に、液晶パネルの厚みよりも、かなり大きなものとなっている。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 7 _ 3 2 2 7 3 2 号公報

[0007] (発明が解決 しょうとする課題）

上述 したように、前記駆動基板が、液晶パネルの板面に対 して垂直な状態

で、表示装置内に設置されていると、その駆動基板が設置されている部分の

表示装置の厚みが大きくなつてしまい、問題となっている。特に、大型の表

示装置の場合、それに用いられる駆動基板も大型化するため、表示装置の厚

みの問題が顕著となる。

[0008] また、前記駆動基板を、液晶パネルの端部から外側に向かって真っ直ぐに

延びた状態 （つまり、駆動基板が液晶パネルと同一平面上に配されている状

態）で、表示装置内に設置することも考えられる。 しかしながら、このよう

に駆動基板を設置すると、この駆動基板を収容するための部分として、液晶

パネルの表示領域の周りを囲む部分 （所謂、額縁部分）を大きく設定しなけ

ればならず、問題となる。

発明の概要

[0009] 本発明の目的は、表示装置の薄型化と共に、表示装置の額縁部分の狭小化

が可能な技術を提供することである。

[001 0] (課題を解決するための手段）

本発明に係る表示装置は、画像が表示される表示領域と、前記表示領域を

囲む枠状の非表示領域とをそれぞれ表側に有する表示/ 《ネルと、前記表示/ く

ネルの表示駆動を制御する駆動基板と、前記表示/ 《ネルと前記駆動基板との

間を電気的に接続すると共に、前記駆動基板が前記表示パネルの表側に配さ

れるように折り返されるフレキシプル配線と、前記非表示領域を覆うように

前記表示/ くネルの表側に配される枠状本体部と、この枠状本体部の内部に設

けられると共に前記駆動基板を収容する収容部とを有するフレームと、を備

える。前記表示装置において、前記表示パネルと前記駆動基板との間を電気



的に接続 する前記 フ レキシブル配線 が、前記駆動基板 が前記表示パ ネルの表

側 に配 され るように折 り返 されている。 そ して、前記駆動基板 は、前記 フ レ

一厶が有 する前記枠状本体部 の内部 に設 け られ る前記収容部 に収容 され る。

したが って、前記表示装置 は、前記表示領域 の外側 に配 されている部分 を、

狭 く設定することが可能な構造 とな っている。

[001 1] 前 記表示装置 において、前記収容部 は、前記枠状本体部 の外縁 か らその内

縁 に向か って窪んだ形状 をな し、前記駆動基板 は、前記外縁 か ら前記 内縁 に

向か って揷 し込 まれ る形 で、前記収容部 に収容 されてもよい。前記収容部 が

、前記枠状本体部 の外縁 か らその内縁 に向か つて窪んだ形状 をな していると

、前記駆動基板 を、前記外縁 か ら前記 内縁 に向か って揷 し込む形 で前記収容

部 に収容で きる。 したが って、前記表示装置 は、前記駆動基板 を前記収容部

に取 り付 け易い構造 とな っている。

[001 2] 前 記表示装置 において、前記駆動基板 と前記収容部 との間に介在 されて、

前記駆動基板 を前記収容部 内で位置決めするスぺーサ部 を備 えるものであ つ

てもよい。前記 スぺーサ部 を備 えると、前記駆動基板 が前記収容部 内で位置

決め され るため、前記駆動基板 の前記収容部 内における不要な動 きを抑制 す

ることがで きる。

[001 3] 前 記表示装置 において、前記 スぺ一サ部 は、前記駆動基板上 に固定 されて

いるものであ ってもよい。前記 スぺ一サ部 が、前記駆動基板上 に固定 されて

いると、前記 スぺ一サ部 を前記収容部 内に取 り付 け易い。

[0014] 前 記表示装置 において、前記 スぺーサ部 は、前記駆動基板 と前記収容部 の

壁面 との間を充填 する弾性体か らなるものであ ってもよい。前記 スぺ一サ部

が、前記弾性体か らなると、前記駆動基板 を前記収容部 の壁面 に対 して密着

させた状態で、前記駆動基板 を前記収容部 で収容することがで きる。 したが

つて、前記表示装置が振動等 を受 けた際 に、前記駆動基板 が前記収容部 の壁

面 に衝突すること等が抑制 され る。

[001 5] 前 記表示装置 において、前記駆動基板 は、前記表示パ ネル に対 して平行 に

配 されているものであ ってもよい。



[00 16] 前記表示装置において、前記駆動基板は、ゲート基板からなるものであつ

てもよい。
[00 17] 前記表示装置において、前記駆動基板は、前記非表示領域と対向するよう

に配されるものであってもよい。

[00 18] 前記表示装置において、前記フレームは、金属材料からなり、前記駆動基

板は、前記収容部の壁面に密着されているものであってもよい。前記フレー

厶が、金属材料からなり、前記駆動基板が、前記収容部の壁面に密着されて

いると、前記駆動基板から発生した熱を、記フレームを利用して効率良く放

熱することができる。

[00 19] 前記表示装置において、前記スぺ一サ部は、熱伝導性シリコーンゴムから

なるものであってもよい。前記スぺ一サ部が、熱伝導性シリコーンゴムから

なると、前記駆動基板から発生した熱を、前記スぺーサ部を介して効率良く

前記フレームに移動させることも可能となる。

[0020] 前記表示装置において、前記表示パネルは、一対の基板間に液晶を封入し

てなる液晶パネルからなるものであってもよい。

[002 1] 本発明に係るテレビ受信装置は、前記表示装置を備える。
[0022] (発明の効果）

本発明によれば、表示装置の薄型化と共に、表示装置の額縁部分の狭小化

が可能な技術を提供できる。

図面の簡単な説明
[0023] [図1]本発明の実施形態 1 に係るテレビ受信装置の概略構成を示す分解斜視図

[図2]テレビ受信装置の背面図

[図3]液晶表示装置を構成する液晶表示ュニッ卜の概略構成を示す分解斜視図

[図4]液晶表示装置の短辺方向に沿った断面構成を示す断面図

[図5]液晶表示装置の長辺方向に沿った断面構成を示す断面図

[図6]実施形態2 に係る液晶表示装置の長辺方向に沿った断面構成を示す断面

図

[図7]実施形態3 に係る液晶表示装置の長辺方向に沿った断面構成を示す断面



図

[ 図8] 実施形態 4 に係る液晶表示装置の長辺方向に沿った断面構成を示す断面

図

[ 図9] 実施形態 5 に係る液晶表示装置の短辺方向に沿った断面構成を示す断面

図

発明を実施するための形態
[0024] < 実施形態 1 >

本発明の実施形態 1 を、図 1乃至図 5 を参照 しつつ説明する。本実施形態

では、テレビ受信装置 T V 、液晶表示装置 1 0 、及び照明装置 1 2 を例示す

る。なお、各図面には、X 軸、 Y 軸及び Z 軸が示されており、各軸方向が各

図面において共通の方向となるように描かれている。また、図4 に示される

上側を、表側 （表示面側）とし、同図下側を裏側 （背面側）とする。

[0025] 図 1 は、本発明の実施形態 1 に係るテレビ受信装置 T V の概略構成を示す

分解斜視図であり、図 2 は、テレビ受信装置 T V の背面図である。本実施形

態に係るテレビ受信装置 T V は、図 1 に示されるように、液晶表示ユニット

L D U と、この液晶表示ユニットL D Uの裏側 （背面側）に取り付けられる

各種基板 PW B，M B , C T B と、液晶表示ュニッ卜L D Uの裏側に、各種

基板 PW B，M B , C T B を覆う形で取り付けられるカバ一部材C V と、ス

タン ドS T とを備えている。液晶表示ユニットL D U は、その表示面 1 1 c

が鉛直方向 （Y 軸方向）に沿うように、スタン ドS T によって支持されてい

る。

[0026] 本実施形態に係る液晶表示装置 1 0 は、上記 した構成のテレビ受信装置 T

V から、少なくともテレビ信号を受信するための構成 （メイン基板M B のチ

ュ一ナ一部等）を除いたものからなる。液晶表示ユニットL D U は、全体と

して横長の矩形状をな しており、表示パネルとしての液晶パネル 1 1 と、外

部光源としてのバックライ 卜装置 （照明装置） 1 2 とを備え、これらが液晶

表示装置 1 0 の外観を構成するフ レーム 1 3 及びシャーシ 1 4 によって一体

的に保持された構成となっている。



[0027] 液晶表示装置 1 0 における裏側の外観を構成するシャーシ 1 4 の裏面には

、図 2 に示されるように、 Y 軸方向に沿って延在する形態のスタン ド取付部

材 S T A がX 軸方向に離間 した二個所に一対取り付けられている。これらス

タン ド取付部材 S T A は、断面形状がシャ一シ 1 4 側の面が開口した略チヤ

ンネル型をな しており、シャーシ 1 4 との間に形成される空間内に、スタン

ドS T における一対の支柱部 S T b が差 し込まれるように構成されている。

なお、スタン ド取付部材 S T A 内の空間には、バックライ ト装置 1 2 が有す

るL E D基板 1 8 に接続された配線部材 （電線等）が通されるようになって

いる。スタン ドS T は、X 軸方向及び Z 軸方向に沿って広がる台座部 S T a

と、台座部 S T a からY 軸方向に沿って立ち上がる一対の支柱部 S T b とか

らなる。カバ一部材C V は、合成樹脂製であり、一対のスタン ド取付部材 S

T A をX 軸方向において横切 りつつ、シャーシ 1 4 の裏面における下側半分

程度 （図 2 参照）を覆う形で取り付けられている。このカバ一部材C V とシ

ャ一シ 1 4 との間には、後述する各種基板 PW B，M B , C T B等の部品を

収容可能な空間が形成されている。

[0028] 各種基板 PW B，M B , C T B としては、図 2 に示されるように、電源基

板 PW B，メイン基板M B及びコン トロール基板C T B が含まれている。電

源基板 PW B は、液晶表示装置 1 0 の電力供給源であり、他の各基板M B，

C T B 及びバックライ ト装置 1 2 が有するL E D 1 7 等に駆動電力を供給す

る。メイン基板M B は、テレビ信号を受信可能なチューナ一部 （不図示）と

、受信 したテレビ信号を画像処理する画像処理部 （不図示）とを有 しており

、処理 した画像信号をコン トロール基板C T Bへ出力する。なお、このメイ

ン基板M B は液晶表示装置 1 0 が、外部の画像再生機器 （不図示）に接続さ

れた時には、その画像再生機器からの画像信号が入力されるため、その画像

信号を画像処理部にて処理 し、処理後の信号がコン トロ一ル基板C T B に出

力される。コン トロール基板C T B は、メイン基板M B から入力される画像

信号を液晶駆動用の信号に変換 し、その変換 した液晶駆動用の信号を液晶パ

ネル 1 1 に供給する機能を有する。



[0029] 図 3 は、液晶表示装置 1 0 を構成する液晶表示ュニッ卜L D Uの概略構成

を示す分解斜視図であり、図4 は、液晶表示装置 1 0 の短辺方向に沿った断

面構成を示す断面図であり、図 5 は、液晶表示装置 1 0 の長辺方向に沿った

断面構成を示す断面図である。液晶表示装置 1 0 を構成する液晶表示ュニッ

卜L D U は、図 3 乃至図 5 に示されるように、その主要な構成部品が、表側

に配されるフレーム （フロン トフレーム） 1 3 と、裏側に配されるシャーシ

( リアシャーシ） 1 4 との間で挟まれた構成となっている。フレーム 1 3 と

シャーシ 1 4 との間で挟まれる主要な構成部品には、少なくとも、液晶パネ

ル 1 1 と、光学部材 1 5 と、導光板 1 6 と、 L E Dュニッ卜 （光源ュニッ卜

) L U と、反射シ一 卜2 0 とが含まれている。これらのうち、液晶パネル 1

1、光学部材 1 5 、導光板 1 6 及び反射シー ト2 0 は、相互に積層された状

態で、その表側のフレーム 1 3 と、裏側のシャーシ 1 4 とによって、挟み込

まれる形で保持される。なお、バックライ 卜装置 1 2 は、主として、光学部

材 1 5 と、導光板 1 6 と、 L E DユニットL U と、シャーシ 1 4 と、反射シ

— 卜2 0 とを含むものからなる。 1_ 巳 ュニッ卜1_ 1は、フレーム 1 3 とシ

ャ一シ 1 4 との間において、導光板 1 6 の長辺側の端面に沿うように配され

ている。 1_ 巳 ュニッ卜1_ 1は、光源であるL E D ( L E D光源） 1 7 と、

L E D 7 が実装されるL E D基板 （光源基板） 1 8 と、放熱部材 （光源支

持部材） 1 9 とを備えている。

[0030] 液晶パネル 1 1 は、図 3 に示されるように、平面に視て横長の矩形状をな

している。液晶パネル 1 1 は、透光性に優れた一対のガラス製の基板 1 1 a

， b が所定のギャップを隔てた状態で貼 り合わせられるとともに、両基

板 1 1 a ， 1 1 b 間に液晶が封入された構成となっている。一対の基板 1 1

a , b のうち表側 （正面側）のものがカラ一フィルタ （以下、C F ) 基

板 1 1 a であり、裏側 （背面側）のものがアレイ基板 1 1 b である。 T F T

アレイ基板 1 1 b には、互いに直交するソース配線とゲ一 卜配線とに接続さ

れたスイッチング素子 （例えば、薄膜 トランジスタ ：T F T ) と、そのスィ

ツチング素子に接続された画素電極、さらには配向膜等が設けられている。



詳 しくは、 ア レイ基板 1 1 b には、 T F T 及び画素電極 が多数個並んで設 け

られるとともに、 これ らT F T 及び画素電極 の周 りには、格子状 をなすゲ一

卜配線及び ソース配線が取 り囲むように して多数本ずっ配設 されている。ゲ

- 卜配線 とソース配線 とがそれぞれ T F T のゲ一 卜電極 とソース電極 とに接

続 され、画素電極 が T F T の ドレイン電極 に接続 されている。 また、 ア レイ

基板 1 1 b には、ゲ一 卜配線 に並行するとともに画素電極 に対 して平面 に視

て重畳する容量配線 （補助容量配線、蓄積容量配線、 C s 配線）が設 け られ

てお り、容量配線 とゲ一 卜配線 とが Y 軸方向について交互 に並ぶ形で配 され

ている。一方、 C F 基板 1 1 a には、 R (赤色）、 G (緑色）、 B (青色）

等の各着色部が所定配列で配置 されたカラ一フィル タや対向電極、 さ らには

配向膜等が設 け られている。なお、両基板 1 1 a ， 1 1 b の外側 にはそれぞ

れ偏光板 （不図示）が配 されている。

[0031 ] 液晶パネル 1 1 を構成する一対の基板 1 1 a ， 1 1 b の うち、 ア レイ基板

1 1 b は、図 4 及び図 5 に示すように、平面 に視た大 きさが C F 基板 1 1 a

よ りも大 きく形成 されている。 ア レイ基板 1 1 b は、 その端部が C F 基板 1

a の端部 よ りも外側 に突 き出す形で配 されている。詳 しくは、 ア レイ基板

1 1 b は、 その外周端部が全周 にわた って C F 基板 1 1 a の外周端部 よ りも

外側 に突 き出すように、 C F 基板 1 1 a よ りも一回 り大 きく形成 されている

。 ア レイ基板 1 1 b の外周端部 を構成する一対の長辺側端部の うち、 Y 軸方

向についてコン ト口一ル基板 C T B 側 （図 3 に示 される手前側、図 4 に示 さ

れる左側）の長辺側端部 には、上記 したソース配線か ら引 き回されたソース

側端子部 （不図示）が複数設 け られている。各 ソー ス側端子部 には、図 3 に

示 されるように、 フ レキシプル基板 （フ レキシプル配線） 2 が接続 され

ている。 フ レキシブル基板 2 1 1 は、 X 軸方向、つまりア レイ基板 1 1 b の

長辺側端部 に沿 う方向について、複数のものが間欠的に並んで配 されている

。各 フ レキシブル基板 2 1 1 は、 ア レイ基板 1 1 b の長辺側端部か らY 軸方

向に沿 って外側 に突 き出 している。

[0032] 一方、 ア レイ基板 1 1 b の外周端部 を構成する一対の短辺側端部の うちの



—方 （図 3 に示 される奥側、図 5 に示 される左側）の短辺側端部 には、上記

したゲー ト配線及び容量配線か ら引 き回されたゲー ト側端子部 （不図示）が

複数設 け られている。各ゲ一 卜側端子部 には、 フ レキシプル基板 （フ レキシ

プル配線） 1 1 1 が接続 されている。 フ レキシブル基板 1 1 1 は、 Y 軸方向

、つまりア レイ基板 1 1 b の短辺側端部 に沿 う方向について、複数のものが

間欠的に並んで配 されている。各 フ レキシブル基板 1 1 1 は、 ア レイ基板 1

b の短辺側端部か らX 軸方向に沿 って外側 に突 き出 している。

各 フ レキシブル基板 1 1 1 ， 2 1 1 は、絶縁性及び可撓性 を有する合成樹

脂材料 （例 えばポ リイミ ド系樹脂）か らなるフ イル ム状の基材 と、 その基材

上 に実装 される液晶駆動用の ドライバ （パネル駆動部品） 1 1 2 ， 2 1 1 と

を備 えている。各 フ レキシブル基板 1 1 1 ， 2 1 1 の基材上 には、多数本の

配線パ ター ン （不図示）が形成 されてお り、 その配線パ ター ンに、基材の中

央付近 に実装 されている ドライバ 1 1 2 ， 2 1 2 が接続 されている。 フ レキ

シプル基板 2 1 1 は、 その一方の端部がア レイ基板 1 1 b の ソース側端子部

に対 して異方性導電膜 （A C F ) を介 して圧着接続 されると共 に、他方の端

部が後述するソー ス側のプ リン ト基板 （ソー ス基板） 2 3 が有する端子部

(不図示）に対 して異方性導電膜 （A C F ) を介 して圧着接続 されている。

プ リン ト基板 （ソース基板） 2 1 3 は、図示 されない配線部材 を介 して上述

した コ ン トロール 基板 C T B に接続 されている。 プ リン ト基板 2 1 3 は、 コ

ン トロール基板 C T B か ら入力される信号 （ゲー ト配線への走査信号、 ソ一

ス配線へのデータ信号、容量配線への容量信号等）を、 フ レキシブル基板 2

に伝送する。なお、 プ リン ト基板 2 3 は、長尺状 （帯状）をな してい

る。本実施形態の場合、 2 本のプ リン ト基板 2 1 3 が利用されてお り、 これ

らは互いに一列に並ぶ ように、各 フ レキシブル基板 2 1 1 に接続 されている

。 1 本分のプ リン 卜基板 2 3 の長 さは、液晶パネル 1 1 における長辺の半

分程度の長 さに設定されている。 これに対 して、 フ レキシブル基板 1 1 1 は

、一方の端部がア レイ基板 1 1 b のゲー ト側端子部 に対 して異方性導電膜 （

A C F ) を介 して圧着接続 されると共 に、他方の端部が後述するゲー ト側の



プリント基板 （ゲート基板） 1 1 3 が有する端子部 （不図示）に対して異方

性導電膜 （A C F ) を介して圧着接続されている。プリント基板 1 1 3 は、

長尺状 （帯状）をなしている。本実施形態の場合、プリント基板 1 1 3 の長

さは、液晶パネル 1 1 における短辺の長さ程度に設定されている。なお、ァ

レイ基板 1 1 b には、ソース側端子部とゲ一卜側端子部との間を結ぶ中継配

線 （図示せず）が形成されている。この中継配線を介して、コントロール基

板C T Bから入力される信号 （ゲート配線への走査信号、容量配線への容量

信号等）が、ゲ一卜側端子部、フレキシブル基板 1 1 1及びプリン卜基板 1

3 に伝送される。このような構成により、液晶パネル 1 1は、コント口一

ル基板C T Bから入力される信号に基づいてその表示面 1 1 c に画像を表示

させている。

[0034] 液晶パネル 1 1は、図3 乃至図 5 に示されるように、後述する光学部材 1

5 の表側 （光出射側）に積層する形で載せられている。液晶パネル 1 1の裏

側の面 （裏側の偏光板の外面）は、光学部材 1 5 に対して殆ど隙間無く密着

している。これにより、液晶パネル 1 1 と光学部材 1 5 との間に塵埃等が侵

入することが防がれている。液晶パネル 1 1の表示面 （表側の板面） 1 1 c

は、画面中央側にあって画像が表示可能な表示領域 1 1 c 1 と、画面外周端

側にあって表示領域の周りを取り囲む枠状 （額縁状）の非表示領域 1 1 c 2

とからなる。なお、上記した各端子部及び各フレキシブル基板 1 1 1，2 1

は、非表示領域に配されている。

[0035] 光学部材 1 5 は、図3 に示されるように、液晶パネル 1 1 と同様、平面に

視て横長の矩形状をなしている。光学部材 1 5 の大きさ （短辺寸法及び長辺

寸法）は、液晶パネル 1 1 と同等に設定されている。光学部材 1 5 は、後述

する導光板 1 6 の表側 （光出射側）に積層する形で載せられており、液晶パ

ネル 1 1 と導光板 1 6 との間に挟み込まれた状態で配されている。光学部材

1 5 は、いずれもシ一卜状をなすと共に、 3 枚のものが互いに積層して配さ

れたものからなる、光学部材 1 5 の具体例としては、例えば、拡散シ一卜、

レンズシ一卜、反射型偏光シ一卜などが挙げられ、これらの中から適宜、選



択 したものを使用できる。

[0036] 導光板 1 6 は、屈折率が空気よりも十分に高く且つほぼ透明な （透光性に

優れた）合成樹脂材料 （例えば、 P M M A 等のァクリル樹脂やポリ力一ボネ

— 卜）からなる。導光板 1 6 は、図 3 に示されるように、液晶パネル 1 1 及

び光学部材 1 5 と同様、平面に視て横長の矩形状をな している。また、導光

板 1 6 は、光学部材 1 5 よりも厚みが大きな板状をな している。なお、導光

板 1 6 は、その主面における長辺方向がX 軸方向と一致 し、短辺方向がY 軸

方向と一致 し、そして主面と直交する板厚方向がZ 軸方向と一致するように

、各図に描かれている。導光板 1 6 は、図4 及び図 5 に示されるように、そ

の表側から見た際の大きさ （短辺寸法及び長辺寸法）が、液晶パネル 1 1 に

比べて大きく設定されている。導光板 1 6 の端部が液晶パネル 1 1 の端部よ

りも外側に突き出す形で表示装置 1 2 内に配されている。

[0037] 導光板 1 6 は、その端部が全周にわたって液晶パネル 1 1 のアレイ基板 1

1 b における外周端部よりも外側に突き出すように液晶パネル 1 1 よりも一

回り大きく形成されている。導光板 1 6 は、光学部材 1 5 の裏側に配されて

おり、光学部材 1 5 とシャーシ 1 4 との間で挟まれている。導光板 1 6 の長

辺側における2 つ端部の外側には、それぞれ L E DユニットL Uが配されて

おり、 L E DユニットL Uからの光が前記端部から導光板 1 6 内に導入され

る。導光板 1 6 は、長辺側の端部から導入された L E DユニットL しからの

光を内部で伝播させつつ、光学部材 1 5 側 （表側）へ向かうように立ち上げ

て出射させる機能を有する。

[0038] 導光板 1 6 の板面のうち、表側の板面 （光学部材 1 5 との対向面） 1 6 a

が、図4 に示されるように、内部の光を光学部材 1 5 及び液晶パネル 1 1 に

向けて出射させる光出射面 1 6 a となっている。また、導光板 1 6 における

主面に対 して隣り合う外周端面のうち、X 軸方向に沿って長手状をなす長辺

側の両端面 （短辺方向についての両端部が有する両端面）は、それぞれ L E

D 7 ( 1_ 巳 基板 1 8 ) と所定間隔を置いて対向 しており、これらが L E

D 7 から発せられた光が入射される一対の光入射面 1 6 b となっている。



光入射面 1 6 b は、 X 軸方向及び Z 軸方向 （L E D 基板 1 8 の主板面）に沿

つてそれぞれ平行に配されてお り、光出射面 1 6 a に対 して略直交 している

[0039] 導光板 1 6 の裏側 には、導光板 1 6 内の光を光出射面 1 6 側 に向けて反射

させるための反射シ一 卜2 0 が配されている。反射シ一 卜2 0 は、導光板 1

6 の裏側の板面 1 6 c 全域 を覆 う形で設けられている。なお、反射シ一 卜2

0 は、表示装置 1 2 内において、シャーシ 1 4 と導光板 1 6 との間に挟み込

まれた形で配されている。反射シ一 卜2 0 は、表面が光反射性 に優れた白色

を呈する合成樹脂製のシ一 卜 （例えば、発泡ポ リエチ レンテ レフタ レ一 トシ

— 卜）か らなる。反射シ一 卜2 0 は、図 4 に示されるように、少な くともそ

の短辺寸法が導光板 1 6 の短辺寸法よりも大 きく設定されてお り、その両端

部が導光板 1 6 の光入射面 1 6 b よ りも L E D 1 7 寄 りに突 き出 した状態で

配されている。

[0040] なお、導光板 1 6 の光出射面 1 6 a 又は裏側の板面 1 6 c の少な くともい

ずれか一方には、導光板 1 6 内部の光を反射させる反射部 （不図示）、又は

導光板 1 6 内部の光を散乱させる散乱部 （不図示）が所定の面内分布を持つ

ようパターニングされている。それ らによって、光出射面 1 6 a か らの出射

光が面内において均一な分布 となるよう制御 されている。

[0041 ] 次 に、 L E D ユニ ッ トL U を構成する L E D 1 7 、 L E D 基板 1 8 及び放

熱部材 1 9 の構成 について説明する。 L E D ュニ ッ 卜L U を構成する L E D

7 は、図 3 及び図 4 に示されるように、 1_ 巳 基板 1 8 に固着 される基板

部上に L E D チ ップを樹脂材により封止 した構成 となっている。基板部 に実

装 される L E D チ ップは、主発光波長が 1 種類か らなる。具体的には、青色

を単色発光するものが L E D チ ップに用い られている。 L E D チ ップを封止

する樹脂材には、 L E D チ ップか ら発せ られた青色の光により励起されて所

定の色を発光する蛍光体が分散配合されている。前記樹脂材は、全体 と して

概ね白色光を発するように構成 されている。なお、蛍光体 と しては、例えば

、黄色光を発光する黄色蛍光体、緑色光を発光する緑色蛍光体、及び赤色光



を発光する赤色蛍光体の中から適宜、組み合せたものを用いてもよいし、そ

れらを単独で用いてもよい。 L E D 1 7 は、 L E D基板 1 8 に対する実装面

とは反対側の面 （導光板 1 6 の光入射面 1 6 b と対向する板面）が主発光面

1 7 a となっている、所謂、頂面発光型である。

[0042] 1_ 巳 基板 1 8 は、図 3 及び図4 に示されるように、導光板 1 6 の長辺方

向 （X 軸方向、光入射面 1 6 b の長手方向）に沿って延在する細長い板状 （

帯状、長尺状）をな している。 し巳 基板 1 8 は、その主面がX 軸方向及び

Z 軸方向に沿った姿勢 （つまり、導光板 1 6 の光入射面 1 6 b に平行に並ん

だ姿勢）で。フレーム 1 3 及びシャーシ 1 4 内に収容されている。 L E D基

板 1 8 は、その長手方向の長さ （寸法）が、導光板 1 6 の長辺の概ね半分程

度に設定されている。 し巳 基板 1 8 の導光板 1 6 側を向いた板面 （実装面

) 1 8 a には、 L E D 1 7 が表面実装されている。 L E D 1 7 は、 L E D基

板 1 8 の実装面 1 8 a において、その長さ方向 （X 軸方向）に沿って複数の

ものが所定間隔を置きつつ一列に並んでいる。また、 L E D 1 7 からなる列

同士が、導光板 1 6 の長辺方向に沿って、平行に並んでいる。X 軸方向にお

いて隣り合った L E D 1 7 同士の間隔 （つまり、 L E D 1 7 の配列ピッチ）

は、略等 しく設定されている。なお、 L E D 1 7 の並び方向は、 L E D基板

8 の長さ方向 （X 軸方向）と一致 している。

[0043] 1_ 巳0 基板 1 8 の実装面 1 8 a には、 1_ 巳0 基板 1 8 の長手方向 （X 軸方

向）に沿って延在すると共に各 L E D 1 7 を横切って隣り合った L E D 1 7

同士を直列接続する、金属膜 （例えば、銅箔）からなる配線パターン （不図

示）が形成されている。この配線パターンの両端部に形成された端子部が、

コネクタや電線等の配線部材を介 して電源基板 PW B に接続されることで、

各 L E D 1 7 に駆動電力が供給されるように構成されている。導光板 1 6 を

挟んで対をなす L E D基板 1 8 は、 L E D 1 7 の実装面 1 8 a が互いに対向

状をなす姿勢でフレーム 1 3 及びシャーシ 1 4 内に収容されるので、対をな

す L E D基板 1 8 にそれぞれ実装された各 L E D 7 の主発光面 1 7 a が対

向状をなすとともに、各 L E D 1 7 における光軸がY 軸方向とほぼ一致する



。また、 1_ 巳 基板 1 8 の基材は、例えばアルミニウムなどの金属製とされ

、その表面に絶縁層を介 して既述 した配線パターン （不図示）が形成されて

いる。なお、 1_ 巳 基板 1 8 の基材に用いる材料としては、セラミック等の

絶縁材料を用いることも可能である。

[0044] 放熱部材 1 9 は、図 3 及び図4 に示されるように、アルミニウム等の熱伝

導性に優れた金属製からなる。放熱部材 1 9 は、 L E D基板 1 8 が取り付け

られるL E D取付部 （光源取付部） 1 9 a と、シャーシ 1 4 の板面に面接触

される放熱部 1 9 b とを備えており、これらが断面略 L 字型の屈曲形状をな

している。放熱部材 1 9 は、その長さ寸法が上記 した L E D基板 1 8 の長さ

寸法とほぼ同 じ程度に設定されている。 L E D取付部 1 9 a は、 L E D基板

8 の板面 1 8 a 及び導光板 1 6 の光入射面 1 6 b に対 してそれぞれ平行に

配される板状をな している。 1_ 巳 取付部 1 9 a の長辺方向はX 軸方向と一

致 し、短辺方向はZ 軸方向と一致 し、厚さ方向がY 軸方向と一致するように

、各図に描かれている。 L E D取付部 1 9 a のうち、内側の板面 （つまり、

導光板 1 6 側を向いた板面）には、 L E D基板 1 8 が取り付けられている。

L E D取付部 1 9 a は、その長辺寸法が L E D基板 1 8 の長辺寸法と概ね同

等とされるものの、短辺寸法が L E D基板 1 8 の短辺寸法よりも大きく設定

されている。そして、 L E D取付部 1 9 a における短辺方向の両端部は、 L

E D基板 1 8 の両端部からZ 軸方向に沿って外向きに突出している。

[0045] L E D取付部 1 9 a のうち外側の板面 （つまり、 L E D基板 1 8 が取り付

けられる板面とは反対側の板面）は、後述するフ レーム 1 3 が有するネジ取

付部 2 1 と対向する。つまり、 L E D取付部 1 9 a は、フ レーム 1 3 のネジ

取付部 2 と導光板 1 6 との間に介在する形で表示装置 1 2 内に配されてい

る。 L E D取付部 1 9 a は、放熱部 1 9 b における内側の端部 （つまり、 L

E D 7 (導光板 1 6 ) 側の端部）からZ 軸方向 （液晶パネル 1 1、光学部

材 1 5 及び導光板 1 6 の重なり方向）に沿つて表側 （つまり、フ レーム 1 3

側）に向けて立ち上がつている。

[0046] 放熱部 1 9 b は、図 3 及び図4 に示されるように、シャーシ 1 4 の板面に



対 して平行に並んだ板状をな している。放熱部 1 9 b の長辺方向がX 軸方向

と一致 し、短辺方向がY 軸方向と一致 し、厚さ方向がZ 軸方向と一致するよ

うに各図に示されている。放熱部 1 9 b は、 1_ 巳 取付部 1 9 a における裏

側の端部 （つまり、シャーシ 1 4 側の端部）からY 軸方向に沿って外側 （つ

まり、導光板 1 6 側とは反対側）に向けて突出している。放熱部 1 9 b は、

その長辺寸法が L E D取付部 1 9 a とほぼ同 じに設定されている。放熱部 1

9 b の裏側の板面 （つまり、シャーシ 1 4 側を向いた板面）は、その全域が

シャーシ 1 4 の板面に対 して面接触されている。そして、放熱部 1 9 b の表

側の板面 （つまり、シャーシ 1 4 に対する接触面とは反対側の板面）は、後

述するフ レーム 1 3 が有するネジ取付部 2 と対向すると共に、ネジ取付部

2 1 の突出端面に対 して接触されている。つまり、放熱部 1 9 b は、フレー

厶 1 3 のネジ取付部 2 とシャーシ 1 4 との間に挟み込まれる （介在される

) 形で配されている。これにより、 L E D 1 7 の点灯に伴って発生 した熱は

、 L E D基板 1 8 、 L E D取付部 1 9 a 及び放熱部 1 9 b を介 して、シャ一

シ 1 4 及びネジ取付部 2 を有するフレーム 1 3 へと伝達される。このよう

にして、 L E D 1 7 からの熱が液晶表示装置 1 0 の外部へと効率的に放散さ

れ、装置内部に熱が籠ることが抑制されている。また、放熱部 1 9 b には、

ネジ部材 S Mが通される揷通孔 1 9 b が設けられている。放熱部 1 9 b は

、 フ レーム 1 3 のネジ取付部 2 1 に対 して、ネジ部材 S Mを利用 して固定さ

れる。

[0047] 次いで、フレーム 1 3 及びシャーシ 1 4 の構成について説明する。フレー

厶 1 3 及びシャーシ 1 4 は、いずれもアルミニウム等の金属製であり、機械

的強度 （剛性）及び熱伝導性が高くなつている。フ レーム 1 3 及びシャーシ

1 4 は、 L E Dュニッ卜L U を収容 しつつ、液晶パネル 1 1、光学部材 1 5

、導光板 1 6 及び反射シ一 卜2 0 からなる積層物を、その表側と裏側とから

挟み込む形で保持する。

[0048] フレーム 1 3 は、図 3 に示されるように、液晶パネル 1 1 の表示面 1 1 c

における表示領域 1 1 c を取り囲むような枠状をなすと共に、全体として



横長の矩形状をな している。フレーム 1 3 は、主として、液晶パネル 1 1 の

表側に配される枠状の枠状本体部 1 3 a と、この枠状本体部 1 3 a の外縁部

分から裏側に向かって延びた側壁部 1 3 b とを備えている。更に、枠状本体

部 1 3 a は、長辺側の枠状本体部 1 3 a 1 と、短辺側の枠状本体部 1 3 a 2

とに分けられる。また、側壁部 1 3 b は、主として、長辺側の枠状本体部 1

3 a の外縁部分に設けられている。側壁部 1 3 b は、枠状本体部 1 3 a に

対 して垂直に延びた形となっている。

[0049] 枠状本体部 1 3 a は、表示面 1 1 c における非表示領域 1 1 c 2 を覆うよ

うに、液晶パネル 1 1 の表側に配される。図4 に示されるように、長辺側の

枠状本体部 1 3 a 1 の裏側には、ネジ取付部 2 と、導光板押さえ部 2 3 と

、液晶パネル 1 1 を押さえるための突起部 2 4 とが、それぞれ図4 の下側 （

シャーシ 1 4 側）に向かって突出した形で設けられている。これらのうち、

ネジ取付部 2 が最も側壁部 1 3 b 側に設けられており、また、突起部 2 4

が最も内縁側に設けられている。また、ネジ取付部 2 1 は、これらのうち最

も長 く裏側 （シャーシ 1 4 側）に突出した形となっており、反対に、突起部

2 4 が最も短 く裏側 （シャーシ 1 4 側）に突出した形となっている。ネジ取

付部 2 は、フレーム 1 3 (枠状本体部 1 3 a ) の長辺方向に沿って細長 く

延びた形をな しており、その先端に、ネジ部材 S Mを螺着可能な溝部 2 a

が形成されている。ネジ部材 S Mが、シャーシ 1 4 のネジ孔 2 5 ( 2 5 A ,

2 5 B ) と共に、放熱部材 1 9 の揷通孔 1 9 b に通された状態で、ネジ取

付部 2 の溝部 2 a に螺着されと、フレーム 1 3 とシャーシ 1 4 とが互い

に固定される。

[0050] 長辺側の枠状本体部 1 3 a 1 が備えている導光板押さえ部 2 3 は、導光板

6 の長辺側の端部を、表側からシャーシ 1 4 側に向かって押さえ付ける部

分となっている。導光板押さえ部 2 3 も、ネジ取付部 2 1 と同様、フレーム

3 (枠状本体部 1 3 a ) の長辺方向に沿って細長 く延びた形をな している

。ただ し、導光板押さえ部 2 3 には、フレーム 1 3 の短辺方向 （Y 軸方向）

に沿って貫通する切 り欠き部 2 3 a が部分的に設けられている。この切 り欠



き部 2 3 a には、液晶パネル 1 1 の端部 に設 け られているソース側のフ レキ

シプル基板 2 1 1 が通 されている。なお、導光板押 さえ部 2 3 とネジ取付部

との間には隙間があ り、 この隙間に、 L E D ユニ ッ トL U の L E D 基板

1 8 及び L E D 1 7 が配 されている。 そ して、 ネジ取付部 2 と放熱部材 1

9 の L E D 取付部 1 9 a との間にも、若干の隙間が設 け られてお り、 この隙

間に、 ソース側のプ リン ト基板 （ソース基板） 2 1 3 が収容 されている。本

実施形態の場合、 ソース側のプ リン ト基板 2 1 3 は、図 4 に示 されるように

、 シャーシ 1 4 に対 して起立 した状態 とな っている。つまり、 プ リン ト基板

2 1 3 は、 その短手方向が、導光板 1 6 の厚み方向 （Z 軸方向）に沿 った状

態で、 フ レーム 1 3 とシャーシ 1 4 との間に配 されている。

[0051 ] 長辺側の枠状本体部 1 3 a 1 が備 えている突起部 2 4 は、液晶パネル 1 1

の長辺側の端部 （非表示領域 1 1 c 2 ) を、表側か らシャーシ 1 4 (導光板

6 ) 側 に向か って押 さえる部分 とな っている。突起部 2 4 も、 ネジ取付部

と同様、 フ レーム 1 3 (枠状本体部 1 3 a ) の長辺方向に沿 って細長 く

延びた形 をな している。突起部 2 4 は、遮光性 を有する弾性体 （例 えば、黒

色のゴム弾性体）か らなる。 この突起部 2 4 は、液晶パネル 1 1 の非表示領

域 1 1 c 2 を押 さえるように設定されている。図 4 に示 されるように、突起

部 2 4 と、導光板押 さえ部 2 3 との間には隙間があ り、 この隙間に、 フ レキ

シプル基板 2 と接続する液晶パネル 1 1 の端部が配 されている。

[0052] 短辺側の枠状本体部 1 3 a 2 の裏側 には、図 5 に示 されるように、長辺側

と同様、導光板押 さえ部 2 3 と、突起部 2 4 とがそれぞれ図 5 の下側 （シャ

—シ 1 4 側）に向か って突出 した形で設 け られている。短辺側の枠状本体部

1 3 a 2 が備 えている導光板押 さえ部 2 3 は、導光板 1 6 の短辺側の端部 を

、表側か らシャーシ 1 4 側 に向か って押 える部分 とな っている。 この導光板

押 さえ部 2 3 は、 フ レーム 1 3 (枠状本体部 1 3 a ) の短辺方向に沿 って細

長 く延びた形 をな している。なお、短辺側の枠状本体部 1 3 a 2 に設 け られ

ている導光板押 さえ部 2 3 の端部 は、長辺側の枠状本体部 1 3 a に設 け ら

れている導光板押 さえ部 2 3 の端部 に接続 されている。つまり、導光板押 さ



え部 2 3 は、全体的には、液晶パネル 1 1 の表示領域 1 1 c を取り囲む枠

状をな している。なお、短辺側の枠状本体部 1 3 a に設けられている導光

板押さえ部 2 3 についても、フレーム 1 3 の長辺方向 （X 軸方向）に沿って

貫通する切 り欠き部 2 3 a が部分的に設けられている。この切 り欠き部 2 3

a には、ゲ一 卜側のフレキシブル基板 1 1 1 が通されている。

[0053] 短辺側の枠状本体部 1 3 a 2 が備えている突起部 2 4 は、液晶パネル 1 1

の短辺側の端部 （非表示領域 1 1 c 2 ) を、表側からシャーシ 1 4 (導光板

6 ) 側に向かって押さえる部分となっている。この突起部 2 4 は、フレー

厶 1 3 (枠状本体部 1 3 a ) の短辺方向に沿って細長 く延びた形をな してい

る。なお、短辺側の枠状本体部 1 3 a 2 に設けられている突起部 2 4 の端部

は、長辺側の枠状本体部 1 3 a に設けられている突起部 2 4 の端部に接続

されている。つまり、突起部 2 4 は、全体的には、液晶パネル 1 1 の表示領

域 1 1 c 1 を取り囲む枠状をな している。短辺側の突起部 2 4 も、長辺側と

同 じ弾性体からなる。

[0054] 短辺側の枠状本体部 1 3 a 2 は、全体的には、図 5 に示されるように、シ

ャ一シ 1 4 の板面 （液晶パネル 1 1 の板面）に沿って広がった所定の厚みを

有する板状をな している。そして、枠状本体部 1 3 a 2 の内部には、フレ一

厶 1 3 の短辺方向に沿って延びた溝状の収容部 1 3 c が設けられている。こ

の収容部 1 3 c は、ゲー 卜側のプリン 卜基板 （ゲー 卜基板、駆動基板の一例

) 3 を収容するためのスペースである。収容部 1 3 c は、短辺側の枠状

本体部 1 3 a 2 の外縁からその内縁に向かって窪んだ形状をな している。そ

して、枠状本体部 1 3 a 2 の裏側の外縁部分には、厚み方向に沿って貫通す

る切 り欠き状の孔部 1 3 d が部分的に設けられている。この孔部 1 3 d には

、プリン ト基板 1 1 3 に接続するフレキシブル基板 1 1 1 が通される。ゲ一

卜側のプリン 卜基板 1 1 3 は、枠状本体部 1 3 a 2 の外縁側から内縁側に向

かって揷 し込まれる形で収容部 1 3 c 内に収容される。そして、プリン ト基

板 1 1 3 の端部に接続されているフレキシブル基板 1 1 1 は、液晶パネル 1

1 の内側 （表示領域 1 1 c 1側）に向かって折り返された状態となっている



。そして、このように折り返された状態のフレキシブル基板 1 1 1 の一部が

、孔部 1 3 d を、枠状本体部 1 3 a の厚み方向 （Z 軸方向）に貫通 した状態

となっている。

[0055] 収容部 1 3 c 内において、プリン ト基板 1 1 3 は、その板面が収容部 1 3

c の壁面 （内壁）に対 して、若干隙間を保った状態で収容されている。また

、プリン ト基板 1 1 3 は、収容部 1 3 c 内において、液晶パネル 1 1 の非表

示領域 1 1 c 2 と対向するように、液晶パネル 1 1 に対 して略平行に配され

ている。

[0056] 側壁部 1 3 b は、長辺側の枠状本体部 1 3 a の外縁部分に設けられてい

る。この側壁部 1 3 b は、液晶パネル 1 1、光学部材 1 5 、導光板 1 6 及び

反射シ一 卜2 0 からなる積層物の長辺側の端面を覆うように配されている。

図4 に示されるように、側壁部 1 3 b の先端部分の内側は、シャーシ 1 4 の

端部と密着 している。

[0057] シャーシ 1 4 は、全体的には、液晶パネル 1 1等と同様、横長の矩形状を

な した板状部材からなり、導光板 1 6 の裏側の板面 1 6 c を覆う形で、液晶

表示ユニットL D U (液晶表示装置 1 0 ) の背面側に配されている。シャ一

シ 1 4 は、矩形状をなす板状のシャーシ本体部 1 4 a と、このシャーシ本体

部 1 4 a の長辺側の端部に延設された光源収容部 1 4 b と、シャーシ本体部

1 4 a の短辺側の端部に立設された立壁部 1 4 c とを備えている。シャーシ

本体部 1 4 a は、反射シ一 卜2 0 を介 して導光板 1 6 の裏側の板面 1 6 c に

対 して宛がわれる部分であり、シャーシ 1 4 の大部分を占めている。また、

シャーシ本体部 1 4 a は、反射シ一 卜2 0 を介 して導光板 1 6 の裏側の板面

1 6 c に対 して密着 している。光源収容部 1 4 b は、シャーシ本体部 1 4 a

よりも裏側に向かって盛 り上がった形をな しており、全体として、前記長辺

方向に沿って延びた浅底の容器状をな している。図4 に示されるように、光

源収容部 1 4 b の内側にある溝状の空間内には、フレーム 1 3 のネジ取付部

に固定された状態の L E Dュニッ卜L Uが収容されている。

[0058] 立壁部 1 4 c は、シヤーシ本体部 1 4 a の短辺側の端部から導光板 1 6 等



の厚み方向 （z軸方向）に沿って立ち上がった板状をな している。立壁部 1

4 c は、シャーシ本体部 1 4 a における2 つの短辺側の端部にそれぞれ設け

られている。各立壁部 1 4 c の内側 （導光板 1 6 側）には、シャーシ本体部

1 4 a の短辺方向に沿って細長 く延びた凸条部 1 4 d がそれぞれ設けられて

いる。この凸条部 1 4 d は、フレ一厶 1 3 における短辺側の枠状本体部 1 3

a 2 が備える収容部 1 3 c の入口 1 3 c 1 と嵌合するように、設定されてい

る。この立壁部 1 4 c は、フレーム 1 3 が備える側壁部 1 3 b と共に、液晶

表示ユニットL D U (液晶表示装置 1 0 ) の周りを囲む端面部分を構成 して

いる。

[0059] シャーシ 1 4 の長辺側の端部 （つまり、光源収容部 1 4 b ) には、大小 2

種類の揷通孔 2 5 A , 2 5 B がそれぞれ設けられている。一方の大きな揷通

孔 2 5 A は、放熱部材 1 9 をネジ取付部 2 に固定する際に利用されるネジ

部材 S Mの端部 （頭部）を露出させるためのものであり、ネジ部材 S Mの端

部 （頭部）よりも大きく設定されている。これに対 して、他方の小さな揷通

孔 2 5 B は、シャーシ 1 4 をフレーム 1 3 に固定するために利用されるネジ

部材 S Mが揷通される孔である。シャーシ 1 4 は、この揷通孔 2 5 B にネジ

部材 S Mが揷通されると共に、前記ネジ部材 S Mが放熱部材 1 9 (放熱部 1

9 b ) に設けられている所定の揷通孔 1 9 b に揷通された状態で、更に前

記ネジ部材 S Mが溝部 2 1 a に揷 し込まれつつ螺着されることによって、フ

レ一厶 1 3 に固定される。このようにシャーシ 1 4 がフレーム 1 3 に固定さ

れることによって、液晶パネル 1 1、光学部材 1 5 、導光板 1 6 及び反射シ

— 卜2 0 からなる積層物と、その周縁に配されているL E Dュニッ卜L U と

が、フレーム 1 3 及びシャーシ 1 4 によって挟み付けた状態で保持される。

[0060] ここで、液晶表示装置 1 0 の各構成部品を組み立てる作業手順を説明する

。作業手順としては、先ず、フレーム 1 3 が、所定の作業台上に設置される

ことが行われる。作業台上のフレーム 1 3 は、その表側が下側 （作業台側）

を向くと共に、その裏側が上側を向いた状態となっている。次いで、作業台

上のフレーム 1 3 の上側 （つまり、フレーム 1 3 の裏側）に、液晶パネル 1



1 が組み付けられる。その際、液晶パネル 1 1 は、 C F 基板 1 1 a が下側 （

作業台側）に配され、かつア レイ基板 1 1 b が上側 に配された状態 となって

いる。 また、液晶パネル 1 1 が備えているゲ一 卜側のプ リン ト基板 1 1 3 は

、 フレーム 1 3 の枠状本体部 1 3 a が備えている収容部 1 3 c 内に、揷 し込

まれる。次いで、光学部材 1 5 が液晶パネル 1 1 の裏側 （ア レイ基板 1 1 b

側）に載せ られる。

[0061 ] 次 いで、 L E D ユニ ッ トL U が、放熱部材 1 9 の L E D 取付部 1 9 a が下

側 に配され、かつ放熱部 1 9 b が上側 に配された状態で、ネジ取付部 2 1 上

に載せ られる。そ して、 L E D ユニ ッ トL U は、 フレーム 1 3 のネジ取付部

2 1 上 に、ネジ部材 S M を利用 して固定される。次いで、光学部材 1 5 上 に

、導光板 1 6 が載せ られる。その際、導光板 1 6 は、光出射面 1 6 a となる

表側の板面 1 6 a が下側 に配され、かつ裏側の板面 1 6 c が上側 に配された

状態 となっている。そ して、導光板 1 6 は、その表側の板面 1 6 a における

周縁部分が、 フレーム 1 3 の導光板押 さえ部 2 3 と接触 した状態で、 フレ一

厶 1 3 上 に載せ られている。なお、導光板 1 6 は、その端面 （光入射面） 1

6 b と L E D ユニ ッ トL U との間隔 （距離）が、所定間隔 となるように、 フ

レーム 1 3 に対 して位置決めされる。

[0062] 次 いで、導光板 1 6 の裏側の板面 1 6 c 上 に、反射シ一 卜2 0 が組み付け

られる。そ して、その後、シャーシ 1 4 が、反射シ一 卜2 0 を介 して導光板

6 の板面 1 6 c 上 に載せ られた状態で、 フレーム 1 3 に組み付けられる。

シャーシ 1 4 は、上述 したように、ネジ部材 S M を利用 して、 フレーム 1 3

のネジ取付部 2 に固定される。なお、シャーシ 1 4 の立壁部 1 4 c が備え

る凸条部 1 4 d は、 フレーム 1 3 の短辺側の枠状本体部 1 3 a 2 が備える収

容部 1 3 c の入口 1 3 c 1 に嵌合される。以上の作業手順 によって、液晶表

示ユニ ッ トL D U の各構成部品が組み立て られる。

[0063] その後、液晶表示ユニ ッ トL D U に対 して、その裏面側 に、スタン ド取付

部材 S T A 及び各種基板 P W B ，M B , C T B を組み付け、更に、スタン ド

S T 及びカバ一部材 C V を組み付けることによって、本実施形態の液晶表示



装置 1 o及びテレビ受信装置 T V が製造される。

[0064] このような液晶表示装置 1 0 の電源を0 N にすると、電源基板 PW B から

の電力供給を受けて、コン トロール基板C T B から各種信号が液晶パネル 1

1 に供給されてその駆動が制御されると共に、照明装置 1 2 を構成する各 L

E D 7 が駆動される。各 L E D 1 7 が駆動 して、各 L E D 1 7 から光が発

せられると、導光板 1 6 の光入射面 1 6 c からその内部に光が入射される。

入射された光は、導光板 1 6 の裏側に敷かれている反射シー ト2 0 で反射等

されて導光板 1 6 内を進みつつ、その表側の板面 （光出射面） 1 6 a から光

学部材 1 5 に向かって出射される。出射された光は、光学部材 1 5 を通過す

ることによって面状に略均一に広がった光となって、液晶パネル 1 1 の背面

を照らす。液晶パネル 1 1 は、この面状に広がった光を利用 して、表示面 1

c (表示領域 1 1 c 1 ) に画像を表示させている。

[0065] 本実施形態の液晶表示装置 1 0 では、駆動基板としてのゲ一 卜側のプリン

卜基板 1 1 3 が、フ レーム 1 3 が備える収容部 1 3 c に収容されている。こ

のようにプリン ト基板 1 1 3 を、液晶パネル 1 1 に対 して平行に並ぶように

液晶パネル 1 1 の表側に配することによって、少なくともゲ一 卜側のプリン

卜基板 1 1 3 が配されている部分については、液晶表示装置 1 0 の薄型化を

図ることができる。長尺状をな したプリン ト基板 1 1 3 における短手方向の

幅 （以下、短手幅）は、一般的に、導光板 1 6 の厚みよりも大きく設定され

ている。そのため、プリン ト基板 1 1 3 の短手方向を、導光板 1 6 (液晶パ

ネル 1 1 ) の厚み方向に沿って配置 した場合と比べて、本実施形態の液晶表

示装置 1 0 は、薄型化されていると言える。

[0066] また、本実施形態の液晶表示装置 1 0 は、プリン ト基板 1 1 3 が非表示領

域 1 1 c 2 と対向 した状態で液晶パネル 1 1 の表側に配されるようにフレー

厶 1 3 の収容部 1 3 c に収容されるため、表示領域 1 1 c 1 の周りを取り囲

む非表示部分 （額縁部分）を狭 く （小さく）設定することが可能となってい

る。

[0067] なお、本実施形態では、ソース側のプリン ト基板 2 1 3 は、その短手方向



が導光板 1 6 の厚み方向に沿った状態で、液晶表示装置 1 0 内に収容されて

いる。このように、ゲ一 卜側のプリン ト基板 1 1 3 のみをフレーム 1 3 に設

けた収容部 1 3 c に収容 し、ソース側のプリン 卜基板 2 3 を導光板 1 6 の

厚み方向に沿った状態でフレーム 1 3 とシャーシ 1 4 との間に収容 してもよ

い。

[0068] また、本実施形態の液晶表示装置 1 0 では、フレーム 1 3 の枠状本体部 1

3 a に設けられている収容部 1 3 c が、枠状本体部 1 3 a の外縁からその内

縁に向かって窪んだ形状をな している。そのため、駆動基板としてのプリン

卜基板 1 1 3 を、前記外縁から前記内縁に向かって揷 し込む形で前記収容部

1 3 c に収容することができる。 したがって、本実施形態の液晶表示装置 1

0 は、プリン ト基板 1 1 3 を収容部 1 3 c に取り付け易く、 しかもプリン ト

基板 1 1 3 をフレーム 1 3 に固定 し易い構造となっている。

[0069] < 実施形態 2 >

以下、本発明の実施形態 2 を、図 6 を参照 しつつ説明する。なお、以降の

実施形態では、実施形態 1 と同 じ部分については、実施形態 1 と同 じ符号を

付 して、その詳細な説明は省略する。図 6 は、実施形態 2 に係る液晶表示装

置 1 0 A の長辺方向に沿った断面構成を示す断面図である。図 6 に示される

本実施形態の液晶表示装置 1 O A の部分は、図 5 に示される実施形態 1 の液

晶表示装置 1 0 の部分に対応 している。図 6 に示されるように、本実施形態

の液晶表示装置 1 O A (照明装置 1 2 A ) の基本的な構成は、実施形態 1 の

ものと同様である。ただ し、本実施形態の液晶表示装置 1 O A では、フレ一

厶 1 3 の収容部 1 3 c に、ゲ一 卜側のプリン 卜基板 1 1 3 と共に、スぺ一サ

部 3 0 が収容されている。このスぺ一サ部 3 0 は、直方体状をな した絶縁性

の弾性体 （例えば、ウレタンフォーム）からなる。図 6 に示されるように、

このスぺ一サ部 3 0 は、プリン ト基板 1 1 3 と収容部 1 3 c における下側 （

枠状本体部 1 3 a 2 の裏側）の壁面との間に介在されている。このスぺ一サ

部 3 0 によって、プリン ト基板 1 1 3 は収容部 1 3 c における上側 （枠状本

体部 1 3 a 2 の表側）の壁面に密着することになる。なお、本実施形態の場



合、スぺ一サ部 3 0 は、 プ リン ト基板 1 1 3 には直接、固定されてお らず、

プ リン ト基板 1 1 3 とは別部品となっている。スぺ一サ部 3 0 は、複数個用

い られてお り、各スぺ一サ部 3 0 は、互いに所定間隔を保 った状態で、収容

部 1 3 c 内においてプ リン ト基板 1 1 3 の長手方向に沿 って並べ られている

。スぺ一サ部 3 0 は、 プ リン ト基板 1 1 3 と共に収容部 1 3 c 内に収容され

た際、若干、弾性変形 した状態 となってお り、 プ リン ト基板 1 1 3 を収容部

1 3 c の壁面に押 し付けた状態で位置決め している。なお、他の実施形態に

おいては、スぺ一サ部 3 0 が細長 く延びた 1 つの部材か らなつてもよい。

[0070] 本実施形態の液晶表示装置 1 0 A のように、スぺ一サ部 3 0 を利用 して、

プ リン ト基板 1 1 3 を収容部 1 3 c 内で位置決め してもよい。 このようにプ

リン 卜基板 1 1 3 が位置決めされると、 プ リン 卜基板 1 1 3 の収容部 1 3 c

内における不要な動 きが抑制 される。つまり、液晶表示装置 1 0 A が振動等

を受けた場合、 プ リン ト基板 1 1 3 が収容部 1 3 c 内で移動 して、 プ リン ト

基板 1 1 3 と収容部 1 3 c の壁面 との衝突が回避 されると共に、それ らの衝

突音の発生等が抑制 される。

[0071 ] また、本実施形態の液晶表示装置 1 O A では、スぺ一サ部 3 0 を利用 して

、 プ リン ト基板 1 1 3 がフレーム 1 3 に対 して密着 される。つまり、 プ リン

卜基板 1 1 3 等か ら発生 した熱が、金属製であって放熱性 に優れたフ レー ム

3 に効率良 く移動 し易 くなつている。 したがって、液晶表示装置 1 O A は

、冷却性 （放熱性）に優れた構造 となっている。

[0072] < 実施形態 3 >

以下、本発明の実施形態 3 を、図 7 を参照 しつつ説明する。図 7 は、実施

形態 3 に係 る液晶表示装置 1 0 B の長辺方向に沿 った断面構成 を示す断面図

である。図 7 に示される本実施形態の液晶表示装置 1 0 B の部分は、図 5 に

示される実施形態 1 の液晶表示装置 1 0 の部分に対応 している。図 7 に示さ

れるように、本実施形態の液晶表示装置 1 0 B (照明装置 1 2 B ) の基本的

な構成は、実施形態 1 のものと同様である。ただ し、本実施形態の液晶表示

装置 1 0 B では、 フレーム 1 3 に設けられている収容部 1 3 c B の形状が、



実施形態 1のものと異なっている。具体的には、フレーム 1 3 が備える枠状

本体部 1 3 a 2 は、実施形態 1のような外縁から内縁に向かって窪んだ形で

はなく、枠状本体部 1 3 a 2 の裏側が表側に向かって全体的に窪んだような

形となっている。つまり、本実施形態の収容部 1 3 c B は、実施形態 1の収

容部 1 3 c の裏側にある壁が取り除かれた形となっている。そのため、プリ

ン卜基板 1 1 3 に接続されたフレキシブル基板 1 1 1 が通る孔 1 3 e が、実

施形態 1のものと比べて大きくなつている。なお、フレーム 1 3 の内縁部分

については、実施形態 1 と同様、液晶パネル 1 1 を表側から押さえられるよ

うに、突起部 2 4 が設けられている。また、プリント基板 1 1 3 は、フレー

厶 1 3 の枠状本体部 1 3 a 2 (収容部 1 3 c B の壁面）に対 して、層状の粘

着材 3 を介 して貼り付けられている。

[0073] 本実施形態の液晶表示装置 1 O B ように、フレーム 1 3 に設けられる収容

部 1 3 c B は、実施形態 1のような外縁から内縁に向かって窪んだ溝状であ

る必要はなく、少なくとも、プリント基板 1 1 3 が液晶パネル 1 1 の非表示

領域 1 1 c 2 と対向できるように収容できるものであればよい。また、本実

施形態の液晶表示装置 1 0 B のように、プリン 卜基板 1 1 3 を所定の粘着材

3 を利用 してフレーム 1 3 に取り付けてもよい。

[0074] < 実施形態 4 >

以下、本発明の実施形態4 を、図 8 を参照 しつつ説明する。図8 は、実施

形態4 に係る液晶表示装置 1 0 C の長辺方向に沿った断面構成を示す断面図

である。図8 に示される本実施形態の液晶表示装置 1 O C の部分は、図 5 に

示される実施形態 1の液晶表示装置 1 0 の部分に対応 している。図8 に示さ

れるように、本実施形態の液晶表示装置 1 O C (照明装置 1 2 C ) の基本的

な構成は、実施形態 2 のものと同様である。つまり、本実施形態の液晶表示

装置 1 O C は、実施形態 2 と同様、スぺ一サ部 3 O C を備えている。ただし

、本実施形態で利用されるスぺ一サ部 3 O C は、熱伝導性シ リコーンゴムか

らなる点が、実施形態 2 の場合と異なっている。

[0075] スぺ一サ部 3 O C に利用される熱伝導性シリコーンゴムは、シリコーンゴ



厶に金属粉末 （フイラ一）を分散配合 したものからなり、熱伝導性に優れる

。このように、スぺ一サ部 3 O C を利用することによって、プリン ト基板 1

1 3 等から発生 した熱を、スぺ一サ部 3 O C を介 してフレーム 1 3 に効率よ

く移動させることができる。 したがって、本実施形態の液晶表示装置 1 2 C

は、更に、放熱性に優れた構造を備えている。なお、スぺ一サ部 3 0 C は、

プリン ト基板 1 1 3 の板面上に、接着剤を利用 して固定されている。そのた

め、スぺ一サ部 3 0 C は、収容部 1 3 c 内に収容 し易くなつている。

[0076] < 実施形態 5 >

以下、本発明の実施形態 5 を、図 9 を参照 しつつ説明する。図 9 は、実施

形態 5 に係る液晶表示装置 1 0 Dの短辺方向に沿った断面構成を示す断面図

である。図 9 に示される本実施形態の液晶表示装置 1 O Dの部分は、図4 に

示される実施形態 1 の液晶表示装置 1 0 の一部分に対応 している。図 9 に示

されるように、本実施形態の液晶表示装置 1 O D は、シャーシ 1 4 りが、実

施形態 1 の場合とは異なり、矩形状をな したシャーシ本体部 1 4 a の四辺か

らそれぞれ立壁部 1 4 c が立設されている。つまり、シャーシ 1 4 D は、全

体的には、浅底の箱状をな している。また、フレーム 1 3 Dの構造も、実施

形態 1 の場合とは異なっており、フレーム 1 3 D には、実施形態 1 のような

側壁部 1 3 b がなく、全体的に枠状をな した枠状本体部 1 3 D a のみからな

る。そして、フレーム 1 3 D には、本実施形態の液晶パネル 1 1 が備えるソ

ース側のプリン ト基板 （駆動基板の一例） 2 3 を収容するための収容部 1

3 D c が設けられている。この収容部 1 3 D c の入口 1 3 D c 1 には、シャ

—シ本体部 1 4 a の長辺側の端部に立設されている立壁部 1 4 c の凸条部 1

4 d が嵌合される。また、プリン 卜基板 2 3 に接続するフレキシブル基板

2 1 1 が通される孔 1 3 D d が、長辺側の枠状本体部 1 3 D a に設けられ

ている。なお、液晶表示装置 1 O Dの短辺側の構成 （つまり、ゲ一 卜側のプ

リン ト基板 1 1 3 を収容する構成）は、実施形態 1 と同様である。

[0077] 本実施形態のように、ソ一ス側のプリン ト基板 2 1 3 を、ゲ一 卜側のプリ

ン 卜基板 1 1 3 (実施形態 1参照）と同様、フレーム 1 3 内に設けられた収



容部 1 3 D c に収容 してもよい。 この プ リン ト基板 2 1 3 も、ゲ一 卜側 と同

様、収容部 1 3 D c に収容されることによって、液晶パネル 1 1 の非表示領

域 1 1 c 2 と対向 しつつ、液晶パネル 1 1 と平行に並んだ状態で、液晶パネ

ル 1 1 の表側 に配されている。

[0078] 本実施形態の液晶表示装置 1 0 D は、ゲー 卜側 （液晶表示装置 1 0 D の短

辺側）のみな らず、 ソース側 （液晶表示装置 1 O D の長辺側）においても、

液晶表示装置の薄型化、及び額縁部分の狭小化を図ることができる。 プ リン

卜基板 2 1 3 の短手方向における幅が、 L E D 基板 1 8 の短手方向における

幅 と比べて、大 きい場合、本実施形態の液晶表示装置 1 O D は、特 に、薄型

化に有利な構造 となっている。なお、本実施形態の場合、 L E D 1 7 が実装

された L E D 基板 1 8 は、 シ ャーシ 1 4 りの立壁部 1 4 c の内側 に取 り付け

られている。

[0079] < 他の実施形態>

本発明は上記記述及び図面によって説明 した実施形態に限定されるもので

はな く、例えば次のような実施形態も本発明の技術的範囲に含 まれる。

[0080] ( ) 上記実施形態 1 では、ゲ一 卜側のプ リン 卜基板 1 1 3 が、 フレーム

3 の収容部 1 3 c 内に収容される構成であつたが、他の実施形態において

は、例えば、 ソー ス側のプ リン ト基板 2 3 がフ レー ム 1 3 に設けた溝状の

収容部 に収容される構成であってもよい。なお、 ソー ス側のプ リン ト基板 2

1 3 をフ レー ム 1 3 に設けた前記収容部 に収容する場合、前記 フ レー ム 1 3

には、 プ リン ト基板 2 1 3 に接続 される配線等を通す孔が適宜、設けられる

ことになる。

[0081 ] ( ) 上記実施形態 1 では、 プ リン ト基板 1 1 3 は、 フレーム 1 3 の収容

部 1 3 c 内において、揷 し込 まれる形で収容されていた。他の実施形態にお

いては、例えば、 プ リン ト基板 1 1 3 を収容部 1 3 c の壁面に対 して、粘着

材を介 して貼 り付けて収容部 1 3 c 内で位置決めされてもよい し、或いは、

ネジ等の固定部材を利用 して、 プ リン 卜基板 1 1 3 を、収容部 1 3 c の壁面

(枠状本体部 1 3 a ) に固定 して位置決めされてもよい。



[0082] ( 3 ) 上記実施形態 1 では、プリン ト基板 1 1 3 が長尺状 （細長 く延びた

矩形状）をな していたが、ゲ一 卜基板の形状はこれに限られるものではなく

、他の形状をなすものであってもよい。

[0083] ( 4 ) 上記実施形態 1 では、プリン ト基板 1 1 3 が液晶パネル 1 1 の非表

示領域 1 1 c 2 と一部、重なる （対向する）ように液晶パネル 1 1 の表側に

配されていた。他の実施形態においては、液晶表示装置 1 0 の薄型化及び額

縁部分 （液晶表示装置 1 0 のうち、表示領域 1 1 c の周りを囲む部分）の

狭小化を図れるものであれば、プリン ト基板 1 1 3 が非表示領域 1 1 c 2 と

対向 していなくてもよい。ただ し、液晶表示装置 1 0 の額縁部分を狭小化す

る観点からは、可能な限り、プリン ト基板 1 1 3 が非表示領域 1 1 c 2 と対

向するように、構成することが好ましい。

[0084] ( 5 ) 上記実施形態 1 では、プリン ト基板 1 1 3 が液晶パネル 1 1 の板面

(表示面 1 1 c ) に対 して平行に並ぶように、フレーム 1 3 の収容部 1 3 c

内に収容されていた。液晶表示装置 1 0 を薄型化する観点からは、このよう

に液晶パネル 1 1 の板面に対 してプリン ト基板 1 1 3 を平行に配することが

好ましい。ただ し、他の実施形態においては、フレーム 1 3 の収容部 1 3 c

内において、プリン 卜基板 1 1 3 の板面が傾斜 した状態でプリン 卜基板 1 1

3 が収容されてもよい。

[0085] ( 6 ) 上記実施形態 2 において、スぺ一サ部 3 0 は、プリン ト基板 1 1 3

には直接、固定されていなかった。そのため、スぺ一サ部 3 0 は、プリン ト

基板 1 1 3 を収容部 1 3 c 内に挿 し込んだ後に、プリン ト基板 1 1 3 と収容

部 1 3 c の壁面との間にある隙間に揷 し込まれていた。他の実施形態におい

ては、スぺ一サ部 3 0 を予めプリン ト基板 1 1 3 の所定個所に接着材等を利

用 して、固定 しておいてもよい。このようにスぺ一サ部 3 0 がプリン ト基板

1 3 上に固定されていれば、プリン ト基板 1 1 3 をフレーム 1 3 の収容部

3 c 内に揷 し込む際に、スぺ一サ部 3 0 も一緒に収容部 1 3 c 内の収容さ

れることになる。つまり、スぺ一サ部 3 0 が予めプリン ト基板 1 1 3 の板面

の所定個所に固定されていると、スぺ一サ部 3 0 を収容部 1 3 c 内に収容 し



易 くなる。

[0086] ( 7 ) 上記実施形態 2 において、スぺ一サ部 3 0 は、弾性体か らなるもの

であった。つまり、スぺ一サ部 3 0 は、 プリン ト基板 1 1 3 と収容部 1 3 c

の壁面 との間で挟 まれると、弾性変形するものであった。 このようにスぺ一

サ部 3 0 が弾性体か らなると、 プリン ト基板 1 1 3 が収容部 1 3 c の壁面に

対 して密着 した形で収容されるため、 プリン ト基板 1 1 3 が収容部 1 3 c 内

で位置決めされると共に、 プリン ト基板 1 1 3 等か ら発生 した熱がプリン ト

基板 1 1 3 か らフレーム 1 3 に移動 し易 くなつている。なお、場合によって

は、スぺ一サ部 として弾性変形 しない部材を選択 し、そのスぺ一サ部を利用

して、 プリン ト基板 1 1 3 と収容部 1 3 c の壁面 との間に形成される隙間を

埋めてもよい。

[0087] ( 8 ) 上記実施形態 1 では、表示装置 として、テ レビ受信装置 T V を例示

したが、他の実施形態においては、液晶表示装置を、例えば、携帯電話、携

帯情報端末等に利用 してもよい。 また、他の実施形態においては、チューナ

—部を備えていない表示装置であつてもよい。

[0088] ( 9 ) 上記実施形態 1 では、液晶パネル 1 1 が有するカラ一フィルタの着

色部を R， G , B の 3 色 と したものを例示 したが、他の実施形態においては

、着色部を4 色以上 としてもよい。 また、他の実施形態においては、 白黒表

示する液晶表示装置であつてもよい。

[0089] ( 0 ) 上記実施形態 1 では、液晶表示装置のスイッチング素子として T

F T を用いたが、他の実施形態においては、 T F T 以外のスイッチング素子

(例えば、薄膜ダイオー ド （T F D ) ) を用いてもよい。

[0090] ( ) 上記実施形態 1 では、光源 として L E D 1 7 を利用 していたが、

他の実施形態においては、冷陰極管等の他の光源を利用 してもよい。

符号の説明

[0091 ] 0 液晶表示装置 （表示装置）、 1 1 液晶パネル （表示パネル）、 1

2 照明装置 （バ ックライ 卜装置）、 1 3 フレーム、 1 3 a 枠状本体部

、 1 3 a 1 長辺側の枠状本体部、 1 3 a 2 短辺側の枠状本体部、 1 3 b



側壁部、 1 3 c 収容部、 1 4 シャーシ、 1 4 a シャーシ本体部、 1

4 b 光源収容部、 1 4 c 立壁部、 1 4 d 凸条部、 1 5 光学部材、 1

6 導光板、 1 6 a 光 出射面 （表側の板面）、 1 6 b 光入射面、 1 7

L E D (光源）、 1 8 L E D 基板 （光源基板）、 1 9 放熱部材、 2 0

反射シ一 卜、 1 1 1 ゲ一 卜側のフ レキシブル基板 （フ レキシブル配線）、

1 2 ゲ一 卜ドラ 3 ゲ一 卜側のプ リン ト基板 （ゲ一 卜基板、

駆動基板）、 2 1 1 ソース側のフ レキシブル基板 （フ レキシブル配線）、

2 ソース ドラ 3 ソース側のプ リン 卜基板 （ソース基板）



請求の範囲

[ 請求項 1] 画像 が表示 される表示領域 と、前記表示領域 を囲む枠状の非表示領

域 とをそれぞれ表側 に有する表示パネル と、

前記表示パネルの表示駆動 を制御する駆動基板 と、

前記表示 / 《ネル と前記駆動基板 との間を電気的に接続すると共 に、

前記駆動基板が前記表示パネルの表側 に配 されるように折 り返 される

フ レキシブル配線 と、

前記非表示領域 を覆 うように前記表示パネルの表側 に配 される枠状

本体部 と、 この枠状本体部の内部 に設 け られると共 に前記駆動基板 を

収容する収容部 とを有するフ レー ム と、 を備 える表示装置。

[ 請求項2] 前記収容部 は、前記枠状本体部の外縁か らその内縁 に向か って窪ん

だ形状 をな し、

前記駆動基板 は、前記外縁か ら前記内縁 に向か って揷 し込 まれる形

で、前記収容部 に収容 される請求項 1 に記載の表示装置。

[ 請求項 3 ] 前記駆動基板 と前記収容部 との間に介在 されて、前記駆動基板 を前

記収容部 内で位置決めするスぺーサ部 を備 える請求項 2 に記載の表示

装置。

[ 請求項4] 前記 スぺーサ部 は、前記駆動基板上 に固定されている請求項 3 に記

載の表示装置。

[ 請求項 5 ] 前記スぺーサ部 は、前記駆動基板 と前記収容部の壁面 との間を充填

する弾性体か らなる請求項 3 又 は請求項 4 に記載の表示装置。

[ 請求項 6] 前記駆動基板 は、前記表示パネル に対 して平行 に配 されている請求

項 1 乃至請求項 5 のいずれか一項 に記載の表示装置。

[ 請求項 7 ] 前記駆動基板 は、ゲー ト基板か らなる請求項 1 乃至請求項 6 のいず

れか一項 に記載の表示装置。

[ 請求項8] 前記駆動基板 は、前記非表示領域 と対向するように配 される請求項

1 乃至請求項 7 のいずれか一項 に記載の表示装置。

[ 請求項 9 ] 前記 フ レー ム は、金属材料か らな り、



前記駆動基板 は、前記収容部の壁面 に密着 されている請求項 1 乃至

請求項 8 のいずれか一項 に記載の表示装置。

[ 請求項 10 ] 前記スぺ一サ部 は、熱伝導性 シ リコー ン ゴムか らなる請求項 9 に記

載の表示装置。

[ 請求項 11] 前記表示パネルは、一対の基板間に液晶を封入 してなる液晶パネル

か らなる請求項 1 0 に記載の表示装置。

[ 請求項 12 ] 請求項 1 乃至請求項 1 1 のいずれか一項 に記載の表示装置 を備 える

テ レビ受信装置。
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